
１ 包括的な支援体制の整備（１/２）

▶▷ 様々な福祉の課題を抱える市民を受け止め、その人の状況に合わせた支援が受けられる仕組みづくりを推進
▶▷ 地域の多様な主体がそれぞれの役割や機能を生かしつつ、支え合う地域づくりを推進

令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

新 規 拡 大

コミュニティソーシャルワーカーの配置

〔福祉局 地域福祉推進室〕 5,064万８千円
（＋5,064万８千円）

「福祉まるごと相談窓口」を中心とした包括的な相談支援の実施

〔福祉局 生活福祉課〕 ６４１万９千円
（＋２４２万４千円）

地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制

の整備を推進するため、市内４区にコミュニティ

ソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を配置し、制度の狭間に

ある生活課題を抱えた人や自ら支援を求めること

ができない人等への伴走型支援を実施します。

生活困窮者や福祉の複合的な課題を抱えている

方の相談に対応するため、各区に「福祉まるごと相

談窓口」を設置し、生活困窮者自立支援制度をはじ

めとした様々な支援制度を活用し、関係機関と連携

しながら、包括的な相談支援を実施します。

個別支援
 地域に出向き、支援対象者を発見・把握
 支援対象者との信頼関係やつながりを形成するため、地域の関

係者等との連携のもと、伴走型支援を実施

地域支援
 顕在化した地域生活課題やニーズを地域の中で共有
 地域の関係者等による課題解決に向けた仕組みづくりの支援を

実施



１ 包括的な支援体制の整備（２/２）

▶▷ 様々な福祉の課題を抱える市民を受け止め、その人の状況に合わせた支援が受けられる仕組みづくりを推進
▶▷ 地域の多様な主体がそれぞれの役割や機能を生かしつつ、支え合う地域づくりを推進

令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

拡 大

ケアラー・ヤングケアラー支援のための啓発の実施

〔福祉局 地域福祉推進室〕 ５３３万５千円
（＋１３６万円）

ケアラー・ヤングケアラーに対する社会的な認知度
や理解の向上を図り、ケアラーを社会全体で支える
機運を醸成するため、市民、事業者、関係機関等へ
の周知啓発を実施します。

■令和7年度実施予定
⑴ リーフレット、ポスターの作成・配布
⑵ ＷＥＢ広告の実施（Yahoo!、Google、YouTube、Instagram等）
⑶ ランディングページ※の制作・運用

※ ランディングページとは、ＷＥＢ広告を経由して訪問者が最初にアクセスするペー
ジのこと。

▲ さいたま市ケアラー・ヤングケアラー シンボルマーク
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２ 社会保険

▶▷ 市民一人ひとりの健康を維持するため、国民健康保険・後期高齢者医療制度・介護保険の各社会保険制度
を効率的かつ効果的に運用

令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

データを活用した更なる介護予防の推進

〔いきいき長寿推進課〕
2,164万7千円

（＋2,164万7千円）

「JAGESプロジェクト」の調査結果を活用した、地域
特性に応じたデータに基づく介護予防を推進します。

科学的裏付けに基づきながら通いの場を拡大する

ほか、地域全体の介護予防機能の強化を図ります。

調査の結果、市内２７
の日常生活圏域で比較
すると、口腔機能の地
域差があることを把握

口腔機能に課題が認め
られた地域の住民に対
し、歯科衛生士を直接
派遣して、口腔機能向
上のための取組を実施

地域マネジメントケアシステムによる地域間比較

地域診断の結果、口腔機能の低下が認められる地域に、
課題解決を目指した取組を実施した例

通いの場に歯科衛生士を派遣し講話を実施

新 規



３ 社会福祉（介護・高齢者福祉）（１/２）

▶▷ 市民一人ひとりが生涯現役で活躍するとともに、住み慣れた地域で健康に暮らせる環境を作ることで、
誰もが生き生きと長生きして暮らせる地域共生社会を実現

令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

拡 大

認知症の高齢者等に対する総合的な支援の実施

〔いきいき長寿推進課〕 １億４，４２９万４千円
（＋１７５万７千円）

地域と連携した高齢者等の移動支援の実施

〔高齢福祉課〕 ２６４万円
（＋２４万円）

拡 大

認知症の当事者同士のピアサポーター活動支援事

業を通じて、認知症の人同士のピア活動を支援しま

す。また、認知症の方の意思を尊重し、住み慣れた

地域の生活を継続できるよう、認知症フレンドリー

まちづくりセンターの運営を中心に、認知症の人、

家族、地域住民、企業団体等の多様な主体との連携

を促進し、予防と共生のまちづくりを推進します。

（写真左）認知症フレンドリーまちづくりセンターの講師が地域に出張
し、認知症の当事者と共に地域活動を行うための講座を開催。

（写真右）認知症の当事者の声を取り入れた製品・サービスの展示会を
経済産業省等と共同で開催。展示会中の特別講演会には、市の認知症
希望大使等が登壇

高齢者等の日常生活に必要な買い物や通院等の
外出を支援するため、社会福祉法人や地域住民等が
主体となり実施する移動支援事業に対し、対象団体
数を拡大し、補助金を交付します。

実施団体数

事業イメージ図

R6

9団体

R7

12団体
に拡大



３ 社会福祉（介護・高齢者福祉）（２/２）

▶▷ 市民一人ひとりが生涯現役で活躍するとともに、住み慣れた地域で健康に暮らせる環境を作ることで、
誰もが生き生きと長生きして暮らせる地域共生社会を実現

令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

全国健康福祉祭(ねんりんピック)の開催準備

〔ねんりんピック推進室〕 ５，０５６万４千円
（＋４，５８９万３千円）

令和8年11月7日から11月10日までの4日間、
60歳以上の方を中心とするスポーツ、文化、健康と
福祉の総合的な祭典である、第38回全国健康福祉
祭埼玉大会（ねんりんピック彩の国さいたま2026）
が埼玉県内24市町で開催されます。
本市では、テニス、サッカー、なぎなた、 軟式野球、

俳句の5種目等を開催する予定です。

令和7年度は、本番大会を円滑に開催するため、3
種目のリハーサル大会等を行います。
なぎなた[7月6日（日）]、俳句[11月1日（土）]、
サッカー[11月16日（日）]

拡 大

ふれあいスポーツ交流大会 健康づくり教室

名称 第38回全国健康福祉祭埼玉大会

愛称
ねんりんピック彩の国さいたま
2026

主催
厚生労働省、埼玉県、さいたま市、
（一財）長寿社会開発センター

共催 スポーツ庁

テーマ 咲き誇れ！長寿と笑顔 彩の国

会期
令和8年11月7日（土）から
令和8年11月10日（火）まで



３ 社会福祉（障害者福祉）（１/２）

▶▷ 障害のあるなしにかかわらず、誰もが権利の主体としてお互いの権利を尊重し、安心して暮らしていける
地域共生社会を実現

令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

拡 大

障害者施策の総合的かつ計画的な推進

〔障害政策課〕 １，２６４万８千円
（＋１，１９６万６千円）

障害者生活支援センターの機能強化

〔障害福祉課〕 ４億７９１万８千円
（＋4,621万７千円）

障害者施策を進めるうえでの参考資料とするため、

次期障害者総合支援計画策定に向けたアンケート調

査を実施します。

また、障害者スポーツの現状把握等に関する調査・

研究を行います。

障害者の相談支援体制の強化を図るため、基幹相

談支援センターを新たに２区に整備し、相談支援事

業者に対する専門的指導・助言、人材育成等を実施

します。

拡 大

障害者総合支援計画

車椅子バスケットボール

ブラインドサッカー

〔基幹相談支援センターの設置状況〕

13,643 
14,592 15,708 16,455 

33,430 33,447 33,274 32,714 

8,339 8,638 9,045 9,447 

98,214 99,613 100,229 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

障害者数と相談件数の推移
精神障害（人） 身体障害（人） 知的障害（人） 相談件数（件）

※障害者数は、各年4月1日の手帳所持者数
※相談件数は、障害者生活支援センターでの受付件数



３ 社会福祉（障害者福祉）（２/２）

▶▷ 障害のあるなしにかかわらず、誰もが権利の主体としてお互いの権利を尊重し、安心して暮らしていける
地域共生社会を実現

令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

障害者就労支援施設「(仮称)やまぶき」の移転再整備

〔障害政策課〕拡 大

施設が老朽化した槻の木第1やまぶき、槻の木第2

やまぶきを移転統合するにあたり、西原放課後児童

クラブの建物解体に必要な実施設計及び統合施設

の基本・実施設計を行います。

※今後の設計の中で変更する可能性があります

新施設イメージ図

槻の木第１やまぶき 槻の木第２やまぶき

＜第1やまぶき＞

＜第２やまぶき＞

第２やまぶきから
約4.０km

岩槻駅

第１やまぶきから
約３.０km

東岩槻駅

新施設建設地

2,441万1千円
（＋1,577万6千円）



４ 公的扶助

▶▷ 病気やけが、介護等により生活に困窮した市民が、自らの暮らしを支えて自立した生活を送ることができ
るよう、居住支援や就労支援等の必要な支援を実施

令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

安定した地域生活に向けた居住支援の推進

〔生活福祉課〕

持ち家のない単身高齢者の増加等に伴い、住まい

探しが困難な方への支援や入居後の定期的な見守

り、相談支援を行うため、住まいに関する包括的な

相談支援や、生活困窮者及び生活保護受給者等を

対象にアパート等への転居支援等を行う地域居住

支援を実施します。

拡 大

【各支援員の主な役割】

※赤字四角枠内が令和７年度から対応強化する取組〔実施イメージ〕

１億２,５６６万３千円
（＋３,２４３万１千円）



▶▷ 市民一人ひとりが健康に生活できるよう、疾病の予防・早期発見・治療を始めとした各種の保健衛生施策
を推進

令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

予防接種事業の実施

〔感染症対策課〕 ４６億1,992万６千円
（＋５億4,260万３千円）

帯状疱疹ワクチン接種費用への助成の開始

〔感染症対策課〕 9,179万9千円
（＋9,179万9千円）

令和7年4月から定期接種化する、65歳以上の方
等への帯状疱疹ワクチン接種を実施するとともに、
定期接種対象外の50歳以上の方を対象に、接種費
用への市独自助成を実施します。

拡 大

５ 保健医療・公衆衛生（１/４）

新 規

【市独自助成の概要】

帯状疱疹は50代から罹患率が増加し、帯状疱
疹後神経痛など長期にわたる後遺症も引き起こ
すことから、50～64歳、66歳以上のすき間年齢
の方について、定期接種の対象者と同様な仕組み
（自己負担、回数）で接種可能とするため、本市独
自に助成。

⇒50歳以上を対象とした「一体的な制度」として、
市民に接種機会を提供

【予防接種法に基づく対象疾病】

 集団予防、重篤な疾患の予防（Ａ類疾病）

ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎（ポリオ）、

麻しん（はしか）、風しん、日本脳炎、破傷風、

結核、ヒブ感染症、小児肺炎球菌感染症、

HPV感染症（子宮頸がん）、水痘、B型肝炎、

痘そう（天然痘）、ロタウイルス感染症

 個人予防（Ｂ類疾病）

インフルエンザ、高齢者の肺炎球菌感染症、

新型コロナウイルス感染症、帯状疱疹（※）

※帯状疱疹は令和7年度より定期接種化

101歳以上

50 65 70 75

80 85 90 95 100

と を組み合わせた「一体的な制度」定期接種 独自助成

予防接種法に基づく定期予防接種として、子ども
の感染症や高齢者のインフルエンザ感染症、新型コ
ロナウイルス感染症などのワクチン接種を実施しま
す。



令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

拡 大

ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接種の経過措置

〔感染症対策課〕 ３億5,412万1千円
（＋３億5,421万１千円）

新生児マススクリーニングの2疾患の検査拡大

ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接種期間中に接種
を受けた方が、期間終了後の令和7年度中に計3回
の接種まで完了できるよう、接種費用を公費負担し
ます。

５ 保健医療・公衆衛生（２/４）

新 規

▶▷ 市民一人ひとりが健康に生活できるよう、疾病の予防・早期発見・治療を始めとした各種の保健衛生施策
を推進

【対象者】

 平成9年4月2日から平成20年4月1日生まれ
までの女性のうち、令和4年4月1日から令和
7年3月31日までにHPVワクチンを1回以上
接種した方

 平成20年度生まれの女子で、令和4年4月1日
から令和7年3月31日までにHPVワクチンを
1回以上接種した方

〔母子保健課〕 38,470千円
（＋38,200千円）

疾病の早期発見・早期治療を目的に新生児に対
して行う先天性代謝異常等検査について、既存の
20疾患※に加え、新たに２疾患の検査を追加しま
す。
※ 20疾患の検査は、健康科学研究センターで実施。

重症複合免疫不全症（SCID：スキッド）
免疫が働かないため重い感染症にかかりやすい病気。
下痢や咳が続く、体重が増えない、感染症の重症化などの

症状がでる。５万人に１人が発症。

脊髄性筋萎縮症（SMA：エスエムエー）
全身の筋肉が低下する進行性の病気で、呼

吸障害や嚥下障害をきたす。２万人に１人が
発症。

対象者 市内の分娩取扱医療機関等で採血をした新生児。

検査費用 無料。採血料等は自己負担。

検査の
受け方

① 市内の分娩取扱医療機関等へ申込む。
② 日齢４～６日の赤ちゃんのかかとから少量の血

液を採取。
※市外で出産した場合は、分娩取扱医療機関等の

所在する自治体へ確認。



令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

拡 大

1か月児健康診査への助成の開始

〔母子保健課〕 ６，１４６万４千円
（＋６，１４６万４千円）

産後ケア事業の拡充

〔母子保健課〕 １億2,317万1千円
（＋8,041万3千円）

出生後から切れ目のない健康診査実施体制を構
築するために、１か月児を対象とした乳幼児健康
診査を実施します。
（令和７年４月１日から運用開始）

産後ケア事業の受入れ体制の拡充を図るため、
サービス提供事業者への委託料の引上げを行いま
す。また、４か月以降の児やきょうだい児を受入
れた際の加算や、施設整備に関する補助金を新設
します。

５ 保健医療・公衆衛生（３/４）

新 規

▶▷ 市民一人ひとりが健康に生活できるよう、疾病の予防・早期発見・治療を始めとした各種の保健衛生施策
を推進
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出生後から切れ目のない健康診査の実施体制を整備

母子保健法に基づき公費負担で実施

利用者負担の軽減
サービス提供事
業者の拡大

支援を必要とす
る方が必要なタ
イミングで支援
を受けられる

〇施設整備補助金
施設整備事業 施設整備事業に係る工事の費用
上限額130万円/件
設備設置事業 設備設置事業に係る物品の購入費用
上限額７万円/件

〇委託料（自己負担額含む）
訪問型 8,500円/5,500円
デイサービス型 15,000円
宿泊型 30,000円/日

〇４か月以降児加算
デイサービス型 2,000円
宿泊型 5,000円/日

〇きょうだい児加算
宿泊型 5,000円/日



令和７年度における主な新規・拡大事業（社会保障関連）

ＡＥＤの更なる整備・普及啓発の実施

〔地域医療課〕拡 大

５ 保健医療・公衆衛生（４/４）

▶▷ 市民一人ひとりが健康に生活できるよう、疾病の予防・早期発見・治療を始めとした各種の保健衛生施策
を推進

拡 大

(仮称)さいたま市口腔保健センターの整備と障害者歯科診療の推進

〔保健衛生総務課〕 ５億３，６９０万４千円
（＋４億６，７９４万６千円）

（仮称）さいたま市口腔保健センターの整備につい
て、令和７年度は、施設建設工事の基本・実施設計及
び開設予定地である旧中央区役所保健センターの
解体工事を実施します。
また、障害者歯科診療の推進については、障害者
歯科相談医ガイドブックの配布による情報提供に加
え、令和７年度からは、障害者歯科相談医等が在籍
する地域の歯科医療機関と連携した障害者歯科相
談医等連携・紹介会議を実施します。

【口腔保健センター外観イメージ】

※ 基本設計時点

【ガイドブック】

ＡＥＤの更なる整備として、「24時間誰でも使用可
能なAED」を、市有施設の屋外に増設します。
また、原則トイレ付近にＡＥＤを設置するといった
市独自の取組の周知を含めた新たな普及啓発を実
施します。

●令和６年度末時点で、総設置台数 ５７８台
（うち屋外設置 １０台）

2,933万１千円
（＋１５０万６千円）


